
NO

主な受講資格

※専修学校・各種学校(専門学校など)は受講

資格の要件に該当しません。

　(例)高校卒業後に専門学校を卒業した場合

は  高校卒の区分に該当します。

 

受
講
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格
取
得
後
の
実
務
経
験
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数

提  出  書  類

下記に〇印のある書類が必要

受
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Ａ
４
縮
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証
書
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書

★
（
Ａ
４
縮
小
コ
ピ
ー
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ま
た
は
卒
業
証
明
書(

原
本) 

・
修
了
証
明
書(

原
本)

専
門
学
科
細
目
に
つ
い
て
の

履
修
証
明
書(

原
本)

技
能
照
査
合
格
証
書

★
（
Ａ
４
コ
ピ
ー
）

1 技能検定合格者

※ 1（免許職種に係る１級・単一等級）
0 ○

○

※ 4

×

○

× × ×

2  大学卒業者

※ 2（免許職種に係る学科を修了した者）
2 ○ ○ ○ × ○ ○ ×

3 短期大学または高等専門学校卒業者

※ 2（免許職種に係る学科を修了した者）
4 ○ ○ ○ × ○ ○ ×

4  高等学校卒業者

※ 2（免許職種に係る学科を修了した者）
7 ○ ○ ○ × ○ ○ ×

職
業
能
力
開
発
校

5 応用課程の高度職業訓練の技能照査合格者 1 ○ ○ ○ × ○ × ○

6 専門課程の高度職業訓練の技能照査合格者 3 ○ ○ ○ × ○ × ○

7 専門課程の高度職業訓練の修了者 4 ○ ○ ○ × ○ × ×

8 普通課程の普通職業訓練の技能照査合格者 6 ○ ○ ○ × ○ × ○

9 普通課程の普通職業訓練の修了者 7 ○ ○ ○ × ○ × ×

10 短期課程の普通職業訓練の修了者　　

※ 3（７００時間上）
10 ○ ○ ○ × ○ × ×

令和５年７月３日(月)～
７月２１日(金)

令和５年度
職業訓練指導員講習会のご案内

鳥取県職業能力開発協会

この講習は、一定の資格を有する技能者で職業訓練指導員免許の取得を希望する方に、職業能力開発促進法に
基づいて職業訓練指導員として必要な指導方法等に関する能力を付与するために行う講習です。
（鳥取県職業訓練指導員の採用試験ではありません。）

１ 受付期間・講習日程・受講料

受 付 期 間 講 習 日 程 受 講 料

令和５年９月 ６日(水) ～ ９月 ８日(金)
１９，８００円

令和５年９月１３日(水) ～ ９月１５日(金)
(テキスト代を含む)

６日間とも ８：４０～１７：１０
【必着】 (初日８：３０～オリエンテーション)

２ 会場・定員

会 場：鳥取県立産業人材育成センター倉吉校 倉吉市福庭町２-１(TEL 0858-26-2247)

定 員： 注１ 受講希望者が定員を超える場合は先着順等により受講者を決定します。
注２ 定員を著しく下回る場合は、講習を取り止めることもあります。
注３ 現下の状況によっては開催できない場合がありますのであらかじめご了承ください。
注４ 県内に居住する方に限ります。

３ 受講資格及び提出書類

次のいずれかの受講資格を有する方で、次の提出書類が必要となります。
また、表中の受講資格以外にも要件がある場合がありますので、詳しくはお問い合わせください。

(※) 1 申請する免許職種に該当する検定職種、訓練科に限ります。
2 免許職種に関する科目を履修した者。免許職種に関する科目履修とは、職業能力開発促進法規則別表第11に

掲げる学科試験(関連学科)の科目に示すものを履修したことを指します。
3 短期課程の普通職業訓練のうち規則別表第4に定めるもの。
4 「1 技能検定合格者」の区分で受講の場合も履歴書を提出してください。 （職歴証明書の提出は不要です。）
5 所属事業所、団体等の長が証明した職歴証明書が必要です。また、これらの証明が得られない場合（経営者等） は

第三者（同業者２名）の証明を受ける必要がありますので、該当する方はお早めに手配願います。



注1 一級または単一等級技能検定の合格者であっても、下記職種については受講できません。

(1)技能検定職種はあるが、職業訓練指導員免許職種がない職種（１６職種）
（溶射、金属ばね製造、ロープ加工、金属研磨仕上げ、プリント配線板製造、産業車両整備、複写機組立て、空気圧装置組立て、ファインセラミッ

クス製品製造、厨房設備施工、樹脂接着剤注入施工、自動ドア施工、路面標示施工、舞台機構調整、産業洗浄、商品装飾展示）

(2)職業訓練指導員免許職種はあるが、受講資格のない職種（２職種）・・・電子回路接続、バルコニー施工

注2 但し、以上の資格があっても次のいずれかに該当する者には免許が交付されません。

(1)成年被後見人または被保佐人(精神機能の障害により職業訓練指導員の業務を適正に行うにあたって必要な認知、
判断及び意思疎通を適切に行うことができない方)

(2)禁固以上の刑に処せられた者
(3)職業訓練指導員免許の取り消しを受け、当該取り消しの日から２年を経過しない者

注3 免許職種にかかる学科を卒業された高等学校教員免許所持者の方は、指導員講習免除になる場合があります。
当講習を受講されなくても免許申請のみで免許証が取得できる場合がありますので、お問い合わせください。

４ 講習方法

講習は、次に掲げる科目及び内容について、講義・討論及び演習の方式により行います。
※１時間でも欠席等があると修了証は交付されません。

講 習 科 目 時間数 科 目 の 内 容

職業訓練原理 ４ 職業訓練の沿革、意義、目的、職業訓練の担当者等

教 科 指 導 法 １６ 訓練実施計画、指導の準備、指導の進み方、教材の活用、訓練評価等

安 全 衛 生 ３ 安全管理、安全の確保、衛生管理、衛生と作業環境等

訓練生の心理 ７ 訓練生の選抜、訓練生の特質の理解、技能の習得等

生 活 指 導 ６ 生活指導の分野、生活指導の方法等

関 係 法 規 ４ 職業能力開発促進法、職業安定関係法、労働基準関係法等

事 例 研 究 ６ 作業分解、指導案、訓練実施計画、指導記録等の事例研究

確 認 テ ス ト ２

計 ４８

５ 受講票の交付

申請書等を審査の上、受講資格の認められる方に対して、別途「職業訓練指導員講習受講票」を送付します。
当日ご持参ください。

６ 特 典

(1) 受講後、修了証書とともに申請することにより、鳥取県知事が交付する「職業訓練指導員免許証」を取得すること
ができます。※県内に居住する方に限る（免許申請には免許発行手数料として別途2,300円が必要です。）

(2) 職業訓練指導員免許の取得者は、準則訓練を行う訓練施設の訓練指導員の資格を有します。
(3) 職業訓練指導員免許の取得者は、１級・単一等級・２級の技能検定を受検する場合、該当職種の学科試験が免除

されます。

７ その他

学歴、訓練歴、職歴等は受講資格の判定資料となるので、事実と相違することのないよう正確に記入してください。
また、記載事項に不正があった場合は、免許を取り消すことがあります。
【個人情報の保護について】
受講申請において提出された個人情報は、当該講習の実施及び付帯する業務において必要がある場合使用するもの

であり、鳥取県職業能力開発協会において適切に管理され、受講申請者の同意を得た場合以外は、第三者への提供、
開示等は一切ありません。

８ 申し込み方法

受講申請書に関係書類を添えてお申し込みください。7/2１(金)【必着】

９ 受講料の支払いについて

書類審査完了後、受講が決定した方には後日、受講票と一緒に請求書を送付します。
請求書に記載の方法で受講料をお支払いください。

１０ 申し込み・問い合わせ先

鳥取県職業能力開発協会
〒680-0845 鳥取市富安2丁目159（久本ビル5F） TEL 0857-22-3494 FAX 0857-21-6020





職業訓練指導員講習受講申請書 

 

 

職業訓練指導員の講習を受けたいので、関係書類を 
添えて申請します。 

 
 

申請日  令和   年   月   日 

 
 
鳥取県職業能力開発協会長 様 

 

免許職種   ※資格番号  

   技能検定の職種名ではありません               ※欄記入しないでください      

ふりがな  

氏  名 
       

      （  男  ・  女 ） 

生年月日 昭和・平成    年    月    日 

現 住 所 〒    － 

                         

 

                         

 ※マンション名・アパート名・部屋番号を必ず記入してください 

（TEL    -     -      ） 

※平日昼間に連絡の取れる番号を記入してください 

勤務先名  

 

勤務先所在地 〒 

 

 

 

（TEL    -     -      ） 
 

                ※協会使用欄（記入しないでください 

①申請書 ②履歴書 ②職歴証 ③1 級合格証 ④卒業(修了)証 ⑤履修証 ⑥技能照査証 

 



電話

メール

電話

メール

学科または課程

入学

卒業

訓練科

入校

○つけてください

普通   ・   短期
応用   ・   専門

修了

入校

○つけてください

普通   ・   短期
応用   ・   専門

修了

              年          月

              年          月

              年          月

              年          月

              年          月

記入上の注意 ※職務内容は免許職種（受講資格）に関係のある内容を具体的に記入してください

1.鉛筆以外の黒の筆記具で記入。

2.数字はアラビア数字で、文字は崩さず正確に書く。

履 歴 書

生年月日

訓練施設名

〒

学校名

〒

年        月

年        月

年        月

訓練を受けた期間

年        月
（          年        月）

※職務内容在職期間

年        月

年        月
（          年        月）

所在地

所在地

フリガナ

現住所

フリガナ

現在所属の
事業所名

事業所名 所在地

    年           月から

    年           月から

（         年      月）

    年           月から

    年           月から

（         年      月）

    年           月から

（         年      月）

※平日昼間に連絡の取れる番号を記入

フリガナ

氏名

在学期間

年　　    月　　    日現在

職
業
訓
練
歴

最
終
学
歴

（         年      月）

職
 
 
 

歴

男　・　女
○をつけてください

昭和    ・    平成　　    　年　    　　月　　    　日　　（満　　　　歳）

（         年      月）



 

職 歴 証 明 書 

 

                     （ふりがな） 

                     氏  名                           

現 住 所  〒      － 

                                                                           

 

上記の者の職歴について下記のとおり相違ないことを証明します。 
 

記 

 

 

在職期間 事 業 所 名 所 在 地 ※１ 職務内容  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

自   年  月 

至   年  月 

（    年    箇月） 

   

自   年  月 

至   年  月 

（    年    箇月） 

   

自   年  月 

至   年  月 

（    年    箇月） 

   

自   年  月 

至   年  月 

（    年    箇月） 

   

免許職種に係る通算在職期間          年      箇月 

   令和  年  月  日 

       ※２ 証明者 （１） 事業所又は団体名                    

                      代表者役職・氏名                                     ㊞ 

                     所 在 地 

 

     ※３       （２） 事業所又は団体名                    

                      代表者役職・氏名                                     ㊞ 

                     所 在 地 

 

（※１）職務内容は免許職種（受講資格）に関係のある内容を具体的に記入してください。 

（※２）証明者は、受講者の所属している（または所属していた）事業所（組合・団体）の長です。 

（※３）また、これらの証明が得られない場合（経営者等）は第三者（同業者 2名）の証明が必要。 


	　 　１　受付期間・講習日程・受講料　
	　 　２  会場・定員　
	　 　３　受講資格及び提出書類　
	　 　４　講習方法　
	　 　５　受講票の交付　
	　 　６　特　典　
	　 　７　その他　
	　 　８　申し込み方法　
	　 　９　受講料の支払いについて　
	　 １０　申し込み・問い合わせ先　　　


